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「中国経済研究会」のお知らせ

2011年度第2回（通算第18回）の中国経済研究会を下記の内容で開催することになりました。多くの方のご参加をお待ちしております。
記

　　時　間：　2011年5月17日(火)  16：30－18：00  　
　　場　所：　京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館3階第3教室
　　報告者：　村上直樹（日本大学大学院総合科学研究科・教授）
テーマ：　「中国における帰郷創業の潮流について：中原（河南省)における調査結果を中心に」
講師略歴：

1957年東京生まれ。1984年東京都立大学大学院博士課程修了。経済学博士。釧路公立大学、東京都立大学を経て、2005年より、現職。河南大学兼職教授。専門は中国経済、産業組織論。1990年代より中国研究を始め、近年はとくに中国・中原（河南省）を対象地域としている。最近の論文として、「中原平原農区回郷創業的現状」『河南大学学報』、2010年1月、がある。
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。
前期：4月19日（火）、 5月17日（火）、 6月21日（火）、7月19日(火)
後期：10月18日（火）、11月15日（火）、12月20日（火）、1月17日（火）
（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
========================================================================中国ニュース　４.１８－４.２４
ヘッドライン
■　金融政策：預金準備率、今年４回目の引き上げ
■　銀行：銀監会、銀行向けの不動産融資ストレステストを再開
· 物価：山東・河南省など一部の地域、野菜価格が急落
· 徴税：個人所得税法改正案草案、月収１．９万元は税負担増減の分かれ目
· 電力：華東地域、今夏の電力不足分が１０００万キロワット以上
· 貿易：広交会第１期終了、海外バイヤーは前回より８．４％増
· 国有企業：国有企業の１～３月利益額、前年同期比２７．５％上昇
· 消費：第１四半期の消費者信頼感指数、２００９年以来の最高値
· 外貨準備：中国人民銀行総裁、中国の外貨準備高が「合理的水準を超えている」
· 雇用：第１四半期の城鎮登録失業率、４．１％で横ばい
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ニュース詳細
· 金融政策：預金準備率、今年４回目の引き上げ
【４月１８日　重慶晩報】中国人民銀行（中央銀行）は１７日、４月２１日から預金準備率を０．５ポイント引き上げると発表した。今回の引き上げは昨年からでは１０回目、今年４回目で、試算では銀行の流動性資金３６００億元が凍結されることになる。引き上げ後、大手銀行の預金準備率は過去最高の２０．５％となる。中国人民銀行の周小川総裁は先週の記者会見では、現在実行中の金融引締め政策をしばらく継続し、「預金準備率に上限はない」と明言した。
· 銀行：銀監会、銀行向けの不動産融資ストレステストを再開

【４月２２日　西安晩報】中国銀行業監督管理委員会（銀監会）の劉明康主席は１９日、不動産融資のリスク管理を強化するため、銀行に対し新たに不動産融資のストレステストを実施するよう方針を示した。昨年に２回実施されたストレステストに比べ、今回のテストはさらに厳しいシナリオを想定したものとなる。北京・上海・深セン・広州・重慶・杭州・南京の７都市が不動産融資のハイリスク地域に指定され、不動産の価格３０％下落・金利２７ｂｐ引き上げ、不動産価格４０％下落・金利５４ｂｐ引き上げ、不動産価格５０％下落・金利１０８ｂｐ引き上げの３つのシナリオを想定してテストを行なう。ほかの地域については、不動産の価格１０～３０％下落・金利２７～１０８ｂｐ引き上げの３つのシナリオでテストを行なうという。

· 物価：山東・河南省など一部の地域、野菜価格が急落
【４月２４日　新華網】最近、山東・河南省などの一部の野菜栽培主要地域において、野菜価格が大幅に下落しており、各方面から注目されている。山東省農業庁のデータによると、４月１１～１７日の間、山東省の野菜平均価格が前週に比べ４．４６％下がった。河南省一部の地域では、セロリやレタス、キャベツなどの野菜価格が５００ｇあたり数分（人民元の最小通貨単位、１円≒８分）程度に下がっても買い手が来ない。中国商務部のデータによると、４月１１～１７日の間、全国１８種類の野菜の卸売平均価格は前週に比べ９．８％下落し、これまでの３週間で１６．２％も下がったという。野菜価格急落の原因について、今年の異常天候の影響で北方地域の野菜出荷時期が例年より早く、供給量が需要量を大幅上回ったことが指摘されている。

· 徴税：個人所得税法改正案草案、月収１．９万元は税負担増減の分かれ目
【４月２１日　大洋網】第１１期全国人民代表大会常務委員会第２０回会議は２０日、個人所得税法改正案の審議に入った。個人所得税法改正案草案では、個人所得税の課税最低限度額が月２０００元から３０００元に引き上げられ、９段階だった累進税率のうち、１５％と４０％の２段階が廃止され７段階となっている。記者が改正案に基づいて試算した結果、月収１．９万元が税負担増減の分かれ目（１．９万元を超える場合税負担増加）になる。財務部と国税総局の関係者によると、所得税法改正に伴う財政収入の減少額が通年で１２００億元に達する見込みだという。
· 電力：華東地域、今夏の電力不足分が１０００万キロワット以上
【４月２０日　毎日経済新聞】２０１１年に入ってから、華東・華中の一部の地域では、電力供給がやや緊迫する状況となっている。華東電網公司は、今夏華東電網（電力のネットワーク、上海・浙江・江蘇・福建・安徽を含む）の電力需要が前年同期比１４．９％増の１．９億ｋＷに達し、ピーク時の電力不足分が１１６６万ｋＷになると予測している。浙江省の電力消費を賄うため、浙江電力公司は電力を購入しており、華東電網も３月から支援し始めた。江蘇省においても、第１四半期の電力消費量が１５％増加し、今夏の電力不足分が１０７０万ｋＷになると予測されている。

· 貿易：広交会第１期終了、海外バイヤーは前回より８．４％増
【４月２１日　財華網】第１０９回中国輸出入商品交易会（広交会）第１期は１９日に終了した。輸出の成約額が前年同期比８．９％増の２３０．３億ドルに達し、うち対アメリカ１３．６％増、対ＥＵ３５．２％増、対ブリックス（インド・ロシア・ブラジル・南アフリカ）３２．４％増となった。第１期は電子、家電、照明、自動車と部品、機械類、金属製品、建築材料、化学工業製品などを取扱商品とし、海外からのバイヤーは前回比８．４％増の１０．７万人に達し、うち新規参加のバイヤーが４割を占め、前回より２．２ポイント上昇した。
■　国有企業：国有企業の１～３月利益額、前年同期比２７．５％上昇
【４月１８日　中国新聞網】中国財政部が１８日に発表したデータによると、今年１～３月、国有企業の利益総額が５１２３．５億元に達し、前年同期比で２７．５％上昇した。うち中央所属の国有企業の利益総額は３６８１．１億元で、前年同期比２４．９％、前月比３．３％上昇。地方所属の国有企業の利益総額は１４４２．４億元で、前年同期比３４．５％、前月比３７．５％上昇。業種別に見ると、建築材料・施工・不動産・化学工業などは利益額の増加幅が比較的大きかった。一方、中央電力企業の５社は引き続き赤字だった。
· 消費：第１四半期の消費者信頼感指数、２００９年以来の最高値

【４月２２日　中国新聞網】中国国家統計局の中国経済景気監測センターとニールセン社（Nielson、アメリカの調査会社）は２１日、今年第１四半期の中国消費者信頼感指数が昨年第４四半期より８ポイント上昇し、２００９年以来の最高値１０８となったことを発表した。これまで同指数は２四半期連続で低下したため、今回の動きに対して市場関係者は意外との感想も持っている。雇用について、見通しは明るいとの回答は前期より６ポイント増の７３％に達した。物価上昇に対する懸念はやや弱くなり、今後１年間物価水準が上昇するとの回答は２ポイント下がり８１％となった。

· 外貨準備：中国人民銀行総裁、中国の外貨準備高が「合理的水準を超えている」

【４月１９日　新京報】中国人民銀行（中央銀行）の周小川総裁は１８日、清華大学（北京）で開かれた金融フォーラムで、中国の外貨準備高が「合理的水準を超えている」との認識を示した。３月末の時点まで、中国の外貨準備高がすでに３兆ドルを超えており、２兆ドルを超えた時点（２００９年６月末）から２年も経ていない。周総裁は、過剰な外貨準備は市場に流動性をもたらし、中央銀行の過剰流動性回収業務に支障を来たすことを指摘したうえで、外貨管理の多様化を言及した。国際投機資金の中国国内への流入に伴うリスクについて、周総裁は中国の経済規模では国際投機資金の影響力がそれほど大きくないとの認識を示した。

· 雇用：第１四半期の城鎮登録失業率、４．１％で横ばい
【４月２２日　鳳凰網】中国の人的資源と社会保障部は２２日、今年第１四半期の城鎮（都市部と農村の町、非農業地域）人口の就業状況を発表した。３月末時点の城鎮登録失業者数は９０９万人、城鎮登録失業率が４．１％で、昨年末の水準に留まっている。１～３月に新たに増加した就業者数は３０３万人で、すでに通年目標９００万人の３４％に到達した。また、全国１３省・市の最低所得の平均伸び率は２０．６％に達しているという。
************************************************************************************************
暴動情報検証　：　２０１１年　３月　
１８．APR．１１
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
　１．は実地検証済み。２～４は未検証。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※暴動評価基準は文末に掲示。
１．３／２０、江蘇省南京市白下区中山東路の図書館前で、約１０００人の若者が梧桐伐採に抗議。　　暴動レベル０。
・ネット情報　：　３／２０、南京市白下区中山東路の南京図書館前で、学生や市民、約１０００人が街路樹の梧桐（アオギリ）の伐採に抗議して、図書館前や広場に集まり、座り込んだりした。南京市政府は地下鉄の改修のために、梧桐の老木を伐採しようと計画していた。しかしこの梧桐は歴史的な建造物である南京総統府前を、長年彩ってきたもので、南京市民の心に深く根ざしたものであった。ネット上で台湾国民党の邱毅氏が梧桐の伐採に反対を呼びかけたため、ネットユーザーたちが中心となり、当日、１０００名近い若者が集まった。若者たちは当局の弾圧を怖れ、垂れ幕などを掲げず、スローガンも叫ばず、静かに微笑んで抗議の意思を示した。市当局は、事前に梧桐伐採の中止を決め、若者たちに抗議集会に参加しないように、携帯電話やネットで呼びかけたり、大学での集会などを禁止したり、ネットを封鎖したりしたが、結局、集会を阻止することはできなかった。集会の状況を撮影していて、カメラを当局に没収されたり、警察車輌に連行されたものもいたが、集会は平穏に散会した。警察は２～３００名ほどが出動。
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・実情　：　３／２０、約１０００人の若者が図書館前で、静　　　かな抗議デモを行った。南京市では、２００９年８月に市　　長が替わり、その後、市街の工事が相次ぎ、昨年、道路　工事中にガス爆発が起き、３００人以上の市民が負傷する事故もあり、市民の不満が鬱積していたという。
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　《　３／２０当日の様子　》

・私見　：　この抗議行動は梧桐伐採反対を口実にしたもので、実態はジャスミン革命の影響を受けたもののようである。

２．３／２４午後、広東省深圳市華強北商業街の中心で、立ち退きを巡り、商店主と運営会社の社員が殴り合い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暴動レベル　０。
・マスコミ情報　：　３／２４午後、深圳市華強北商業街の中心地のビルで、１階に入居していた６０店舗余の商店主たちに、ビル運営会社が３階に移転するように要求し、運営会社の警備員が強制立ち退きを迫ったため、両者の間で、数十人規模の殴り合いとなった。数千人の野次馬が集まり、現場は騒然となったが、当局の治安部隊１００名余が出動し、数時間後に終息。

３．３／２９、雲南省昭通市綏江県で、立ち退きの補償金に不満の村民数千人が道路封鎖して抗議。　暴動レベル　２。
・マスコミ情報　：　３／２９、昭通市綏江県で、水力発電所のダム建設で移転立ち退きを迫られた地元住民数千人（１万人という報道もある）が、補償金額に不満で、県庁舎前で大通りを封鎖し、横断幕を掲げて抗議した。当局は千人余（１５００人という報道もある）の武装警察や装甲車を出動させ、抗議者を追い散らした。この衝突で双方合わせて５０人ほどが負傷した。建設中のダムは全国有数の規模で、投資額は４３４億元、立ち退きを迫られている住民は１０万人に及ぶという。しかし政府当局が示した補償金額は少なく、しかも補償内容が不明なため、住民の不満が高まっていた。また地元政府は住民が転出した後の土地を、開発業者に高値で売り渡したという疑惑も持たれている。
４．３／３１、広東省英徳市黎渓鎮黎明村で、土地収用に不満の村民が高速道路施行阻止。　　暴動レベル　１。
・ネット情報　：　３／３１、英徳市黎渓鎮黎明村で村民たちが、広東高速道路建設に関する土地収用に不満を持ち政府に訴えたが、なんの回答も得られなかったため、高速道路の施工阻止を試みた。その村民たちを、施工会社の社員や暴力団関係者など１００名余が襲い、１０名ほどの村民が負傷（そのうち３名は重傷）した。そのとき副鎮長が施工会社側に立ち、「殴り殺せ、俺が責任を持つ」と大声で叫んでいたという。村民たちは鎮政府に医療費などの賠償を求め、今回の事件の徹底調査を求めている。
≪私の暴動評価基準≫
暴動レベル０　：　抗議行動のみ　破壊なし

暴動レベル１　：　破壊活動を含む抗議行動　１００人以下（野次馬を除く）　破壊対象は政府関係のみ

暴動レベル２　：　破壊活動を含む抗議行動　１００人以上（野次馬を除く）　破壊対象は政府関係のみ　

暴動レベル３　：　破壊活動を含む抗議行動　一般商店への略奪暴行を含む　　

暴動レベル４　：　偶発的殺人を伴った破壊活動

暴動レベル５　：　テロなど計画的殺人および大量破壊活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
上海あれこれ　：　２０１１年４月
２０．APR．１１
中小企業家同友会上海倶楽部代表
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①「上海ディズニーランド」着工。

４／０８、上海の浦東新区に、中国本土で初めての「上海ディズニーランド」が着工した。場所は、地下鉄２号線の川沙駅で降りて、タクシーで１０分ほど走ったところである。浦東空港からもタクシーに乗れば２０分ほどで来ることができる。第１期の開発面積は約３．９平方キロで、約２４５億元（約３２００億円）を投下する。２０１５年の開業予定で、開業初年度には７３０万人の来場者を見込む。上海市とディズニーは合弁会社を立ち上げて、運営に臨む。上海市側は上海万博後の上海経済の牽引役を期待し、ディズニー側は赤字経営が続く「香港ディズニー」問題の打開効果を狙っている模様。ただし両者の目論見通り、この事業がうまく進展するかどうかは定かではない。

当初、ディズニーランドは上海市の西方の江蘇省昆山市に建設の予定であったが、用地などの問題があり、浦東新区に決定されたようである。おかげで周辺のマンションは、昨年、２～３倍に値上がりした。またディズニーランド用地の旧住民たちは、すでに仮設住宅に移転済みであり、現在、ディズニーランドと地下鉄川沙駅の中間に、数十棟のマンションの建設が急ピッチで進められており、土地収用などの問題は起きていないようである。
このディズニーランドの近くに、世界の有名ブランドを終結させた中国最大級のアウトレットモール建設の話が出てきた。４／１１、上海市浦東新区商務委員会の陳中茂主任は、ディズニーランドの北東約１０キロ、地下鉄２号線遠東大道駅付近に、２０１３年中の開業を目指すとの方針を発表。
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②浦東新区の高額私立学校、突然閉鎖。

浦東新区藿香路の張江高科実験小学校を借りて開校していた「上海牧羊人国際学校（張江区学校）」が、３／２８、突然閉鎖され、校長以下幹部はその日のうちに姿を消した。この学校は２００６年に創立され、一時は幼稚園を含め約３００人の児童生徒と４５人の教師が在籍していたという。学費は年間６万６千元（約８３万円）と高額で、生徒は帰国子女などが中心で、２言語で教育を行っていた。すでにこれまで数回、運営資金不足に陥っており、存続が不安視されていた。閉鎖時には４０人ほどの生徒が在学していた。また教師たちの給与は数か月間、未払い状態が続いていたので、一部の教師は裁判所に訴える予定であるという。なお、同じ浦東新区合慶鎮にある「上海牧洋人学校」があるが、これとはまったく無関係であり、その学校の責任者はたいへん迷惑していると発言。
閉鎖された「上海牧羊人国際学校（張江区学校）」は、地下鉄２号線の張江高科駅で降りて、歩いて１０分の場所で、すぐ側に華東師範学校や有名な中学校、幼稚園などが立ち並ぶ文教地域にある。

③上海環球金融中心（通称：森ビル）、一部を売却。[image: image6.jpg]



浦東新区陸家嘴にそびえ立つ森ビルは、２００８年に６月に竣工した。それは中国一の高さを誇り、現在、上海の顔となっている。しかしながらこのビルは、当初から地盤の弱さが指摘されていたり、また上海市政府のいやがらせなどもあり、加えて「家賃が高過ぎる」などの問題を抱えており、その将来を危惧されていた。その予測通り、２年半を経過してもビルは空室が目立ち、地下の店舗にはねずみが出没するほどだとテレビで報道されるような有様が続いていた。（詳しくは昨年１２／２１付けの私のレポート：「万博中国館と上海環球金融中心の共通項」をお読み下さい）。

今年に入って、森ビルは上海不動産取引センター「オンライン不動産」で販売できる物件のリストに入った。同ビルの一部は１㎡＝１０～１５万元で販売されたという。
なお森ビルを凌駕する上海中心大厦の建設は、２０１２年４月の竣工を目指して、着々と進行中である。果たして金茂大厦、上海環球金融中心、上海中心大厦の鼎立は可能なのだろうか。

④「虹橋商務区」着工。

上海市当局はこのほど、３／２６に上海市西部の虹橋地区の虹橋総合交通ターミナルに隣接する地域で、大規模商業エリア「虹橋商務区」に着工した。４／１０、市当局は、大規模商業エリア「虹橋商務区」の全体計画を正式に発表した。同計画は、青浦・閔行・嘉定・長寧の４区にまたがる広大なもので、８６．６平方キロとなり、地域内の常住人口は５３万人を想定。青浦には大型コンベンションセンターを中心にして、貿易サービス、オフィス、カルチャー産業、金融、教育、研修などの機能を集約する。閔行には中高級住宅、医療、教育、文化、スポーツ施設、ビジネス、ハイテク産業の集積を図るほか、嘉定では電子商取引、エコ・レジャー産業、スポーツ・カルチャー産業の発展を目指す。長寧はメーンエリアとして、主に市政・公共施設を配置する。なお、２０１６年の完工を見込み、二酸化炭素排出量の少ない「低炭素エリア」を目指しており、建築物には省エネ設計を採用する方針。
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⑤虹橋長距離バスターミナル、閑散。
上海市西部の虹橋地区の虹橋総合交通ターミナル内の虹橋長距離バスターミナルの利用客は、当初の予想を遙かに下回り、1割前後で推移している。もっとも利用客が多くなると推定された春節前後でも、１日平均１４００人にとどまり、このターミナルの１日の輸送量＝１万３千人の1割強であった。このバスターミナルは昨年７月に営業を開始、虹橋空港、虹橋鉄道駅、地下鉄２・１０号線などに連結しており、その利便性は高い。しかしながら開業当初から、利用客が１日当たり７００人ほどで、１０００便の発着が可能なバスも、１７０便ほどにとどまっており、予測が大きく外れており、早晩、赤字が問題視されるようになると思われている。ただし関係者は、「北京～上海高速鉄道」の開通や「虹橋商務区」の開発に期待し、強気の姿勢を崩していない。

たしかにバス駅や待合室は閑散としており、夜間になると人通りも少なくなり、怖い感じさえする。
⑥高級スーパー開業するも、閑古鳥。
[image: image8.jpg]


香港の大手小売りチェーン「百佳」が、長寧区古北地区の紅宝路で、高級スーパー「TASTE」をオープンした。古北地区に住む日本人などの外国人を対象にしたスーパー。マンションの地下１階にあり、経営面積は４３００㎡、投資額は２０００万元、取り扱い商品は２万５千点。「百佳」はこのような店舗を、今後７年間で上海に１０～１５店、開設する予定であるという。
店舗全体の雰囲気は、日本のスーパーよりも清潔であり、陳列もしっかり整頓されていた。カートも小さく、動かしやすいものだった。野菜なども全部、ラップしてあるし、ご丁寧にそれぞれに生産国の国旗が貼ってあった。残念ながら原発事故の問題を考慮してか、野菜や肉魚類に日本産はほとんどなかった。醤油や味噌などには日の丸が付いたものが多かった。それでもお客さんが極めて少なく、私も含めて１０人前後しかいなかった。値段はカルフールなどと比べて、１．５倍というところ。少々高額でも、安心・安全を売り物にして儲けようという商法だと見受けたが、とにかくお客さんの数倍の店員という状況では、とても利益が出るとは思えなかった。

⑦「着色中華饅頭」騒動。
４／１１、中国中央テレビ局(CCTV)が、上海の地場スーパーなどで売れ行き好調の「中華饅頭」に、着色料や無許可添加物が使用されており、人体に有害と報道。上海市当局は、４／１３、食品会社「上海盛禄食品公司」の代表を含む５人を拘束し、同時に同社の食品生産許可を取り消した。同社はトウモロコシ饅頭の黄色を出すために着色料を使用し、なおかつ無許可の保存料や甘味の添加物を大量に加えていた。またスーパーで売れ残り返品されてきたものを、水に浸しミキサーで攪拌し、さらに小麦粉を加え、饅頭作りの原料にしていたという。その製造工程も不衛生で、従業員等は素手で作業しており、記者の取材に対して、従業員自身が「この饅頭は死んでも食べない」と語った。この饅頭は、上海市内の地場スーパー１０社、３０店舗で販売されていた。当局は、４／１２夜、スーパーの店頭から３２，２２８個を回収したが、すでに３３４,８６４個は売却済みで、市民の胃袋に収まってしまっていたという。

４／１３朝、私もすぐに問題の饅頭を買ってみようと思い、スーパーの店頭を探し回ったが、みつからなかった。

⑧地下鉄１１号線、自動運転開始。

３／２５付けの上海の新聞に、地下鉄１１号線で自動運転を試験的に開始したという記事が載った。私はカナダのバンクーバーや愛知万博の公共交通で、無人運転の列車に乗ったことがあるが、中国での無人運転は安全面から考えて、いささか時期尚早ではないかと思った。４／１３、私は地下鉄１１号線の江蘇路駅に行き、無人運転の現場を実際に見てみようと考えて、ホームの先端で列車の到着を待ち構えた。しかしどの列車にも、必ず運転手が乗り込んでおり、無人運転らしき様子は見られなかった。そこで列車から降りてきた運転手に、「自動運転ではないのですか」と聞いてみると、「まだテスト中で、正式な自動運転は始まっていない」との答えが返ってきた。重ねて私が、「それではいつから無人運転が始まるのですか」と聞くと、その運転手は面倒くさそうに、「自動運転が正式に開始されても、それは無人運転ではなく、必ず運転手は乗ります」と答えて去って行った。それ以上の質問はできなかったが、たしかに「列車制御システムを整備し、自動運転を行うことが、即、無人運転になることではない」ということ、つまり今回の私の危惧は早とちりであったということがわかった。

⑨地盤沈下事故発生。

４／１３夜、上海市内の共和新路の宝山万達広場の工事現場で、地面が５００㎡ほど陥没した。現場では、ただちに工事を中止し、数十台のトラックで数百トンの砂や砂利を運び、その穴を埋めたが、なかなか埋まらず１２時間後に、やっと埋まったという。原因は不明。すぐ隣には新築の高層マンションが建ち並んでおり、住民は不安そうな顔で、埋め立て現場をみつめていたという。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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【中国経済最新統計】
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	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7
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	(15.2)
	▲1.6
	(26.5)
	48
	▲25.7
	▲24.1
	▲13.0
	▲15.8
	20.5
	24.2
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	6.1
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	▲1.2
	30.3
	186
	▲17.1
	▲25.1
	▲30.4
	▲9.5
	25.5
	29.8

	4月
	
	7.3
	14.8
	▲1.5
	30.5
	131
	▲22.6
	▲23.0
	▲33.6
	▲20.0
	25.9
	27.1

	5月
	
	8.9
	15.2
	▲1.4
	(32.9)
	134
	▲22.4
	▲25.2
	▲32.0
	▲17.8
	25.7
	28.0

	6月
	7.9
	10.7
	15.0
	▲1.7
	35.3
	83
	▲21.4
	▲13.2
	▲3.8
	▲6.8
	28.5
	31.9

	7月
	
	10.8
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	▲1.8
	(32.9)
	106
	▲23.0
	▲14.9
	▲21.4
	▲35.7
	28.4
	38.6

	8月
	
	12.3
	15.4
	▲1.2
	(33.0)
	157
	▲23.4
	▲17.0
	▲2.05
	7.0
	28.5
	31.6

	9月
	8.9
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	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
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	29.3
	31.7
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	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
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	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7
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	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.9
	23.7
	65
	37.7
	51.4
	16.6
	11.4
	17.3
	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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